様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 令和3年1月8日
　
　　経済産業大臣　殿

（ふりがな）ひがしはら　としあき
                           　　（法人の場合）代表者の氏名  　東原 敏昭
住所　〒100-8280 東京都千代田区丸の内一丁目6番6号

法人番号7010001008844　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	日立 統合報告書 2020

	公表日
	2020年10月9日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	日立製作所 IRサイトにてPDF形式にて公表
https://www.hitachi.co.jp/IR/library/integrated/2020/index.html
記載箇所: CEOメッセージ　ページ: p10-14、
価値創造プロセス　ページ：p18-19

	記載内容抜粋
	社会インフラのデジタルトランスフォーメーション（DX）をリードする会社として、日立は、世界中の人々の生活の質（Quality of Life：QoL）の向上、グローバルに広がる顧客企業の価値向上に寄与していきたいと考えています。
社会イノベーション事業の核となるのは、デジタル技術です。日立はこのデジタル技術を強化するために、全世界のパートナーとのイノベーションエコシステムの構築と、日立の世界主要拠点におけるデジタル基盤の構築を図っています。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	当社は「経営理念、中期経営計画、連結経営の方針等の経営の基本方針の決定」を取締役会の決定事項としており、上記決定に基づく社外公表可能資料として「2021 中期経営計画」を開示している。「日立 統合報告書 2020」は上記決定による方針および同決定に基づく「2021 中期経営計画」等を社外の方に分かりやすい形で伝える資料である。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	日立 統合報告書 2020

	公表日
	2020年10月9日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	日立製作所 IRサイトにてPDF形式にて公表
日立統合報告書 2020
https://www.hitachi.co.jp/IR/library/integrated/2020/index.html 
記載箇所: 戦略と資源配分　ページ: p22-41

	記載内容抜粋
	「社会イノベーション事業のグローバルリーダー」をめざし、お客さまの社会・環境・経済という3つの価値の向上を重視した経営をしていきます。3つの価値向上を同時に実現していくための戦略の3つの柱が「社会イノベーション事業の加速による売上収益の拡大」「グローバルな競争力の強化」「収益力向上に向けた経営基盤の強化」です。
社会やビジネスが生み出すデータが増え続ける現在、これらのデータから新たな価値を創出し、イノベーションを加速するためのエンジンが日立のLumada（ルマーダ）です。
2016年に開始したLumada事業の売上収益は、2019年度に1兆370億円となり、調整後営業利益率は10%を超えています。2021中期経営計画においては、売上収益1兆6,000億円の達成とさらなる収益性向上をめざし、事業拡大に向けた施策を推進しています。
Lumada事業では、プロダクト単体での提供ではなく、日立グループの幅広い事業領域で蓄積してきたOT（制御・運用技術）と、AIやアナリティクス技術などIT、産業機器や車両、エレベーターなどプロダクトのノウハウを生かし、お客さまの課題解決や、社会価値・環境価値・経済価値の3つの価値向上を実現するデジタルソリューションを提供します。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	当社は「経営理念、中期経営計画、連結経営の方針等の経営の基本方針の決定」を取締役会の決定事項としており、上記決定に基づく社外公表可能資料として「2021 中期経営計画」を開示している。「日立 統合報告書 2020」は上記決定による方針および同決定に基づく「2021 中期経営計画」等を社外の方に分かりやすい形で伝える資料である。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	資料：2019年2月1日ニュースリリース「「2021中期経営計画」でめざす、グローバルリーダーへの変革に向けた事業体制の強化について」
https://www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/2019/02/0201b.html

	記載内容抜粋
	イノベーションにより伸びる事業や各地域での成長分野のソリューションに注力することで、グローバルリーダーをめざします。成長分野を①モビリティ、②ライフ、③インダストリー、④エネルギー、⑤ITの5分野と定め、新たな価値創出、ソリューションの提供にリソースを集中させる組織体制とします。これにより、注力5分野でのイノベーション創出を加速するとともに、それぞれの分野におけるグローバルトップポジションをめざしていきます。なお、エネルギーとITはプラットフォームとしての役割も担います。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	資料：日立グループITパフォーマンスレポート2018−2019 
https://www.hitachi.co.jp/about/it/IT_Performance_Report_2018-2019J.pdf
ページ:p2-8

	記載内容抜粋
	・DXを実現するプラットフォームの整備、 社内DX事例/ノウハウの蓄積・共有
・グローバル経営情報の拡充と経営判断の高度化(データ利活用基盤の整備)
・IT・リソース全体最適化、ERPシステム集約・共有化
・RPAによる業務の自動化、監査アナリティクスと品質アナリティクスの取組み
・ITコンプライアスのシェアードサービス化



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 2020年3月期 連結決算の概要[2019年度]
2 日立 統合報告書 2020

	公表日
	1 2020年5月29日
2 2020年10月9日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	日立製作所 IRサイトにてPDF形式にて公表
1 2020年3月期 連結決算の概要[2019年度]
http://www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/2020/05/0529/2019_Anpre.pdf
記載箇所：Lumada事業の実績　ページ：p12
Lumada事業(新定義)の見通し　ページ：p19
2 日立 統合報告書 2020
https://www.hitachi.co.jp/IR/library/integrated/2020/index.html 
記載箇所: 戦略と資源配分　ページ: p23

	記載内容抜粋
	KPI
Lumada売上収益(全体/Lumadaコア事業/Lumada関連事業)
上記を補完する指標として、②では下記も追加開示
・ユースケース数、ソリューションコア数
・デジタル人財数
・Lumada海外売上収益比率　　など



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2020年10月9日

	発信方法
	日立IRサイトの経営情報にてトップメッセージを掲載
日立製作所 IRサイト　トップメッセージ
https://www.hitachi.co.jp/IR/corporate/message/index.html　

	発信内容
	2019年度の業績は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の影響を受けたものの、調整後営業利益率は7.5％を確保しました。これは、「2018中期経営計画」で進めてきた収益性向上施策の成果によるものです。日立が自ら変化し続けることで、COVID-19禍でも揺らぐことない盤石な収益基盤が構築されていることに、強い自信と誇りを抱いています。
「2021中期経営計画」では、社会イノベーション事業でグローバルリーダーをめざしています。社会イノベーションという言葉は、鉄道やエネルギー、水などの社会・産業インフラを、デジタル技術を用いて、より高度でインテリジェントな社会インフラへと変革し、提供することを意味しています。日立は社会インフラのデジタルトランスフォーメーション（DX）をリードする会社として、世界中の人々の生活の質（QoL：Quality of Life）の向上、グローバルに広がる顧客企業の価値向上に寄与していきたいと考えています。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2019年8月1日～2020年10月30日

	実施内容
	「DX推進指標」による自己診断



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2010年6月～現在
(公開文書で確認できる実施時期を記載)

	実施内容
	日立製作所が定めた情報セキュリティマネジメントシステムのPDCAサイクルにより情報セキュリティを推進しており、すべてのグループ会社および部門で1年に1回情報セキュリティおよび個人情報保護の監査を実施。監査は、執行役社長から任命された監査責任者が独立した立場で実施。監査員は自らが所属する部署を監査してはならないと定め、監査の公平性・独立性を確保。また、職場での自主点検として、日立製作所全部門が「個人情報保護・情報セキュリティ運用の確認」を年1回実施。併せて重要な個人情報を取り扱う業務については「個人情報保護運用の確認」を1カ月に1回実施。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

